
*本集会 に結集 された皆 さんへ !:
私たちは「変えよう ! 日本と世界」をメインスローガンに掲げ、10021国 際反戦デーを意識 し

て、この円山野外音楽堂に集まり、反戦、反貧困、反差別の共同行動を、皆 さんと一緒に重ねてき

ました。15回 目の本集会は「ポス トコロナ/新 自由主義に代わる社会をめざそ う/自 公政権を打倒

しよう !」 をテーマに結集を呼びかけま した。実行委ではこのテーマについて、議論を重ね、本集

会の基調 として報告 します。

構成は①病んだ社会の中のコロナ禍、②大地穀変動 とナシ ョナ リズムの台頭、③新 自由主義 (資

本主義)の 行き詰ま り、④新階級社会 と政治体制、⑤変革の主体、⑥政治勢力の登場 と必然性、⑦

われわれに必要なものは、になっています。私たちを取 り巻 く情勢は、依然 と厳 しく、前途多難で

はありますが、明 日か らの問いの一助になれば、幸いです。戦争のない、貧困・ 格差のない、そ し

て差別のない社会をめざして共に奮闘 しましょう。

2021年 10月 17日  第 15回 反戦・反貧困・反差別共同行動 in京

集会基調報告

1)病んだ社会の中のコロナ禍

コロナ禍の原因は、気候変動 と同 じよ うに資本主義、とりわけ新 自由主義の強欲であ

る。お よそ 100年前のスペイン風邪は、死者が当時の人 口 20億人中 5000万人、一説 に

は 1億人 ともいわれ るが、第一次大戦 とい う帝国主義戦争 を介 して拡大 した。軍隊=兵
士の三密 と、植民地を含む補給による民間人 との接触が原因である。

スペイン風邪 が帝国主義の病であ り惨禍 とす るな らば、現在のコロナは新 自由主義 に

よる病・惨禍だ といえるだろ う。なぜな ら第一に資本、とりわけ多国籍大企業の乱開発

による野生動物由来 ウィルスと人間の接近を原因 とし、第二にグローバルサプライチェ

ー ンによつて一挙同時に世界へ拡散 し、第二に保健所の半減や公的医療機関の減少 など、

新 自由主義的民営化政策によつて対応力が著 しく弱体化 していた。そ して第四に、その

惨禍はエ ッセ ンシャル ワーカーな どに重 く降 りかか り、新 自由主義による格差 を露呈す

ると同時に、更に拡大 させたか らである。

従ってコロナを克服す るためには、単にワクチンや治療薬の開発だけではな く、病ん

でいる社会そのものの治療 =変革が同時に必要である。強欲 な資本主義を根本か ら変革

す ることな しには、現在の コロナが収まった として も、数年周期の新たな ウィルスの出

現によるパ ンデ ミックが繰 り返 され るだろ う。自公政権や「専門家」たちのコロナ対策

は、コロナが社会的病理でもあることの認識がないことによつて対処療法が後手後手に

な り失敗せ ぎるを得ないのだ。

安倍・菅 自公政権のあま りにもお粗末で無能なコロナ対応 は、コロナ発生前の保健所

半減な どの公的なものの破壊が前提にあ り、その うえでの新 自由主義に毒 された経済優



先主義 (例 えば GOTO)が あつたが、それだけではない。安倍・ 菅政権の体質 と深 くか

かわっている。

そ もそ も、 この政権 は、杉 田和博・ 北村滋 に代表 され る警察権力 (そ れ も公安警察 )

と経産省官僚が、官邸官僚 として一貫 して牛耳ってきた。杉 田 らは、安倍・菅の国家主

義を受けて、秘密保護法・共謀罪・学術会議任命問題な どの反動的政策 を仕切っただけ

ではなく、前川喜平・文科省事務次官失脚問題のよ うに、公安警察のスパイ的手法で官

僚たちの言動 を統制 してきた。

彼 らはモ リ 0カ ケ・サクラ問題で、でた らめな官僚答弁や公文書の隠ぺいや改 ざんを主

導 し、マスコミの去勢 を推進す るな ど、総 じて隠微 な恐怖政治をお こなってきた。

通産官僚は、かつての大蔵 (現財務)官僚中心のバ ラマキ的 =ケイ ンズ的政策 を否定

し、経済特区やカジノ、電通や竹 中平蔵のパ ソナヘの業務委託 な どの癒着に見 られ るよ

うに、ひたす ら新 自由主義的民営化 を推進 してきた。

このよ うな体質の下では、各省庁か らの情報や知恵 は集 ま らず、連携 もできず、そ

の上国立感染症研 究所や国公立医療機関、保健所 を弱体化 させ たツクによって、公的

な諸機 関を中心 とした諸民間組織の連携や動員ができない、いわゆるグリップのきか

ない状態 にな り、安倍・ 菅 と警察・経産省官僚である官邸官僚の裸踊 りにな らぎるを

得な くなった。その象徴がアベ ノマスクや GOTOで ある。彼 らの無能なお こないの数か

ず とコロナ対応の失敗は、約 10年間にお よぶ政権体質の必然的帰結だったのである。

そ して菅は退陣に追い込まれた。

新たに登場 した岸 田は、新 自由主義の見直 し、配分重視の経済政策な ど一見社民主

義的な言辞 を弄 し、令和の所得倍増な どと、かつての宏池会源流の池 田勇人ば りの御

託 を並べている。 しか し、これがいかに時代錯誤であることは明 らかである。池 田時

代の 1960年代はまさに高度成長の時代であ りその成長 とともに賃金上昇があ り、また

保革 を問わず福祉 国家 を 目指 し、一定の範囲でそれが可能 な財政的ゆ とりもあった。

現在の 日本はこの 20年 間以上、500兆円前後の GDPで推移 し、実質賃金に至つては低

下 し、一人 当た り GDPで は今や 28位 (購買力平価ベース)で ある。 このよ うな時代に

所得 を上げ、配分を変 えようとす るな らば、労働分配率 を変え (内 部留保 を企業か ら

吐き出 させ )、 税制を変 え、法人税、資産への課税の強化、所得税の累進性の強化な ど、

根本的な変革が必要である。岸 田には、時代の変化への認識 もな く、変革への覚悟 も

ない。だか ら新所得倍増な どあ りえようもないデ タラメな空語 を弄す ることができる

のだ。またかつての池 田は 60年安保闘争の結果ではあるが改憲を封印 し経済に特化 し

た。だが岸 田は安倍の意向も踏まえ改憲 を掲 げ、新内閣の布陣に も現れているよ うに

対中国包囲網 を積極的に担い敵基地攻撃 さえ容認 しよ うとしている。ハ ト派などでは

全 くない。

幹事長 に汚職 の甘利 明、政調会長 に右翼の高市早苗 を起用 し安倍への付度 をす る岸

田に何が変え られ るとい うのだろ うか。少 しばか りのケインズ流の真似事のあ とに早

晩行 き詰 るまるであろ うが、一刻 も早 く打倒 しなければな らない。

2)大地殻変動 とナショナ リズムの台頭

世界は今、コロナや気候変動問題 を抱 えているだけでな く、歴史その ものの大きな転
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換期にある。現在の世界情勢を規定 している第一の要因は、資本主義の絶対的法則 とし
ての不均等発展 と、それによる諸国間の力関係の変化 とその結果であるナ ショナ リズム

の台頭である。

以下の表か ら、2000年 と 2020年を比較 して各国の経済力が驚 くべ き地殻変動を起 こ
していることが分かる。

2000年 2020年
アメ リカ 10,285 20, 933
日本 4,888 5 049
中国 1,215 14,723
ドイツ 1, 955 3 803
ロシア 278 1 474

韓 国 562 1 631
イン ド 477 2 709

単位 =10億 ドル

GDPで 見れば、 日本はこの 20年間は、ほぼ 500兆 円前後で横 ばいなのに対 し、中国
は 日本の 1/4か ら 3倍 に成長 し、2030年 までにはアメ リカに追いつ くだろ うといわれ
ている。また BRICs(新 興 5か国)や アジアの成長が著 しい。パ クス・ アメ リカーナ (ア

メ リカ覇権 による平和)の揺 らぎと米中対立、ナ ショナ リズムの台頭 の根拠で もある。
このよ うな中でアメ リカ帝国主義の戦略は大 きく変化 しつつある。

1991年 の ソビエ トロシアの崩壊までは資本主義 と「社会主義」国の対立、即ちアメ
リカを盟主 とした NATOと 日米安保の軍事同盟 が、 フル シャワ条約機構 と中国に対立 し
ていた。

社会主義の崩壊後、アメ リカは NATO一 日米安保 を維持 しつつ も、IMFを通 したロシア

(東欧)の資本主義化の推進や、中国改革開放路線による資本主義化 と「民主化」に期
待 を した。

アメ リカの軍事力は、体制間対立の崩壊の空 白地に生 じたイ ラン、シ リア、タリバ ン
のアフガニスタンな どの「な らず もの」国家 と、アラブ諸国の ヒズボラやアルカイダ勢
力な どの 「テ ロ」 との戦いに向け られた。

特に 2001年 9・ 11と 以降のアフガン介入、2003年 のイラク戦争だ。だが、かつての
ベ トナム戦争 と同 じように消耗戦に引きず り込まれ、アメ リカの衰退 を速 めた。こうし
た中、2008年の リーマンシ ョックを境 とする西の停滞は、アメ リカの危機感 を強めた。
オバマ政権以降、アメ リカは成長す るアジア重視 とその中での対 中国戦略 をせ ま られ、
オバマを過渡 として トランプ、バイデン政権によって、協調か ら対立へ と移行 した。

他方 中国は、ロシア とともに 2001年に上海条約機構 (SCO)を結成 した。当初 はソビ
エ トの崩壊で生 じたユー ラシア中央部の混乱、特にイスラム系過激派への警戒 か ら安全

保障機構 の性格が強かった。しか しその後のロシアの復興 と中国の成長、特に中国は リ
ーマンシ ョック後いち早 く回復 し、世界全体の経済回復 を牽引 した。

その延長上で、習近平体制の もと「一帯一路」の世界戦略 を掲げ、「中華民族の偉大
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な復興」をうたい、「中国製造 2025」 で製造業強国をめざした (特にハイテク製品の国

産化 )。 さらに防衛戦略 として 「新時代の中国国防・近海防衛から遠海防衛型へ」を掲

げて大国主義路線を歩みつつある。

アメ リカは、中国が「小康社会の実現」を掲げるだけな ら許容できると して も、 リー

マ ンシ ョック以降の台頭 と、2030年までには GDPで アメ リカを上回る展望の中で、一

帯一路 とい う世界戦略 を提起す る以上は、パ クスアメ リカーナヘの挑戦 として対決す る

こととなる。

そ してまず、アメ リカファース トを掲げて トランプが関税戦争 を仕掛けた。バイデ ン

は、対 中では トランプを継承 しつつ、単にアメ リカ第一ではな く、欧州、日本 との同盟

強化 を軸 とした世界戦略 として中国への対決 を打 ち出 した。

それは経済的市場争奪戦 を土台 とし、政治的・軍事的対決であ り、イデオ ロギー的に

は新 自由主義的資本主義か国家資本主義的資本主義か、 どち らがスタンダー ド (標準 )

になるかの争いである。

われわれ は、このような大国主義やナ ショナ リズムには組み しない。世界の人び とと

連帯 して、ナシ ョナ リズムの台頭 と戦争の危機 に立ち向か う。

日米安保体制 も上記 した国際関係の中で、その位置 と役割 を変容 させてきた。ソビエ

ト崩壊までの体制間対立下の安保→「テ ロとの戦い」の中のイラク派兵に象徴 され る日

米安保→今始まってい る米・ 中対立下の安保。 このよ うな中で 日本 は、2015年に集団

的 自衛権容認 に踏み切 り、 とりわけアメ リカが遅れている とされ る中距離 ミサイル増

強・配備 をは じめ、対中国包囲網 としての 日米軍事同盟の強化、日・米軍事一体化 を急

速に進めつつある。バイデンのアメ リカはよ リー層同盟国 としての役割 を要求す る。

われわれ は、世界の、 とりわけアジアの人々 と連帯 し、 日米軍事同盟の強化 と聞 う。

3)新自由主義 (資本主義)の行き詰まり

上記 した ような資本主義の不均等発展 とともに、現情勢 を規定 しているも う一つの要

素は、新 自由主義の行 き詰ま りと矛盾の激化である。

戦後の復興・成長 は 1970年前半までに終焉 した。それ を打開す るため、国内的には

労働組合の弱体化 (サ ッチャー、レーガン、中曽根)を 突破 日として、労働市場の規制

緩和 と非正規雇用の増大、労働分配率の低下=搾取率 UPを はか り、 コモン=社会的共

通資本である公的なものの民営化 を推進 した。他方、外に向けては新たな市場、低賃金

労働力 を求めて海外進 出がな され、多国籍企業 (化)の展開が本格化 した。

「社会主義圏」では、ロシアは 1970年代のブ レジネフ時代 に入って、それまで 3～ 4%
の成長率であったのが 1.2%へ 、末期 はマイナス成長 にな り計画・指令経済の破綻が

進行 した。

中国では、文化大革命の終息後、改革開放路線への転換 がなされた。またベ トナム解

放闘争の勝利 は古典的帝国主義 =植民地主義の終焉であ り、それは反面途上国の輸入代

替政策か ら外国資本導入による成長への条件整備でもあった。
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これ らの要素が合流する地点 として、1990年 以降本格的新自由主義の時代が到来 し

た。つま り資本主義は、非正規雇用 と格差に見 られる搾取率の強化 と、「社会主義圏」

と旧植民地圏だけでなく、国内の公的なものの民営化を重要な要素とする「外部」を

市場化することで、蓄積の危機を一旦は乗 り越え、「歴史の終わ り」を謳歌 したかに見

えた。 さらに現在は空間的外部だけでなく、時間的未来をも国債発行などで先食いす

ることで危機の 「時間稼ぎ」 (シ ュ トレーク「時間稼ぎの資本主義」)を している。

このよ うな多国籍企業の展開は、先進国での産業の空洞化であ り、実体経済の多 くは

中国をは じめ とす る途上国に移行 して、先進国、特にアメ リカ経済は金融化 と後の 徹FA

に象徴 され る情報化が進行 した。

実体経済へ向かわない過剰資本は、儲 け口 (レ ン ト)を求めて金融市場や土地不動産
へ と向かい、周期的にバブル を創 り出 しては破綻 を して金融危機 を生み出 してきた。

その最大の ものが リーマンシ ョックである。それが表現 した ものは、先進資本主義国

では実体経済は利潤率の低下によつて成 り立たず、そ こで生 じる過剰資本 は土地や証券

(株)に 向かい、周期的なバブル を形成す る以外にはない とい うこと、従って周期的な

バブルの破綻 を繰 り返 さざるをえない とい うことである。

リーマ ンシ ョックか ら 10年強を経て、現在の株高に象徴 され る資産バブル もおそ ら

く終焉の時が近づきつつあるのだろ う。かつてケイ ンズは金利生活者 の退場 を宣告 し、

実体経済 を担 うものの同盟 を うたった。また、ホブ ソンや レ一ヽニンも、金利生活者に依

拠す る資本主義を寄生性、腐朽性 として帝国主義 を批判 した。

資本主義 は行 き詰ま り、黄昏時にあるといえる。次の社会が求め られている。

4)新階級社会 と政治体制

おお よそ 1970年代までは、資本主義の成長 と、それ による中間層の形成 を基礎 とし

て二大政党制が確 立 し、保守革新の相違があ り、濃淡 はあって もいずれ も福祉 国家 を

目指 していた。

だが、新 自由主義の時代に入 つて様相は一変 した。「社会主義」の崩壊 とともに強大

を誇 った仏・伊の共産党は事実上崩壊 し、社民 もブ レア、シュ レーダに代表 され る新

自由主義 を肯定 した うえで社会的包摂 を説 く “第二の道"の もとで保守化 し、アメ リ

カー強体制下でテ ロとの戦いに加担 した。

2008年 リーマンショックまでは新 自由主義が勝 ち誇 り、かつては体制間競争のもと

で少 しは意識 していた福祉 も投げ捨て、 自己責任論 が政属 した。だが リーマ ンシ ョッ

クを契機 に、新 自由主義下で進行 していた中間層の分解、格差の拡大な どの矛盾が意

識化 されて表面に現れてきた。特に 2011年以降である。

新 自由主義の下で、労働市場 を通 して正規・ 非正規やブル シッ トジ ョブ `エ ッセ ン

シャル ワー ク等貧富の格差が拡大 しただけでな く、土地、株等 を通 して、資産 を持つ

ものは さらに複利的に拡大 し、持た ざる者は どこまで も無であるように、途方 もない

富の集 中 と格差が拡大 した。アメ リカではたかだか 3%の人が 50%以上の資産を持 ち、
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日本でも 2%が 20%の 資産を持つ。

こうしてかつての分厚い中産階級の分解が進行 した。その中産階級に支えられてい

た中道右派・左派二大政党制は崩れるか、変質をした。

例えばアメリカでは、形の上では二大政党制を保つているが、一方で、産業の空洞

化が進むラス トベル トの没落白人労働者などを基盤 とする トランプがお り、他方、サ

ンダースやオカシオ・ コルテスのような非正規や下層労働者を基盤 とする「民主社会

主義」が登場 している。

同様にイギリスでは、モメンタムグループのコービンのような労働党左派が新 自由

主義者 (プ レアの後継)に対抗 し、スペインではポデモスが第二政党 として登場 して

いる。

このように二大政党の外に、力関係は国によつて違 うが、右 と左の潮流が形成 され

るとい うことは、貧富の格差拡大によって各国の市民社会内部に新たな階級社会が形

成 され、新たな階級闘争が始まつていることの証である。

新たに形成 されたこの階級社会は、かつて湯浅誠が 「滑 り台」 と表現 した ように、

いつたん非正規雇用な どで貧困になれば、 もはや這い上がることは不可能である。橋

本健 二がい うところのアンダークラスとしての固定化である。

グラムシは、支配者階級 ない しはその体制は、被支配者階級か ら多 くの人材 を吸収

して活力 を維持す る。その流動性 こそが、権力の持つ 「強制 と同意」の中の同意の取

り付 けである 「ヘゲモニー」行使の源泉だ と述べている。

だ とす るな らば、その流動性が喪失 して分断 されている現状 は、支配者階級のヘゲ

モニー行使 の場が著 しく狭め られた彼 らに とつて も危機 的状況、いわば 「アンシャン

レジューム」が形成 されている。問題 なのはこの支配者 の 「支配の危機」を利用 して

われわれの側がヘ ゲモニーを形成できるかにかかつている。

5)変革の主体

1970年代までの運動の主体は、政党・労働組合であった。これには当然根拠がある。

第一に当時の産業構造である。1960年 当時の第一、二、二次産業の雇用数の比率は (日

本で)、 それぞれおお よそ 30、 30、 40%で あ り、現在は 3.9、 22.4、 73.3%(2018年 )

である。そ して第二次産業労働者 を中心に労働組合が組織 され、1960年 (安保闘争時 )

の組織率は 35%だ った。現在 は半減の 17%台 である。

第二に敗戦か らくる戦後の平和主義 と民主主義、人民戦線的運動構造が存在 してい

たこと

だ。 日本 においてはいわゆる「社会党一総評プロック」である。従つてこの二つ とも

が、 1970

年代後半に構造転換す るときに、運動の主体 と構造 も変化せ ざるを得 なかった。急速

に産業

構造の第二次産業化が進んだ。

同時に第二次産業労働者 が中心を占めていた労働組合 は、高度成長の中で労働過程
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の変容 と合理化の下、後には企業の海外展開の中で資本の支配に屈 して体制内化 し、

その仕上げ として国際的には、サ ッチャー、 レーガンの戦闘的労働組合攻撃があ り、

日本では中曽根による国鉄民営化 と国労の解体があった。

こうして現在に見 る連合のよ うな体制内組合が登場 した。また政党 も欧州でのユー

ロコミュニズムとその崩壊、社民の 「第二の道」への転換 によつて反体制 としての政

党 (社 0共)一労働組合プロック (日 本の社会党一総評プ ロック)が崩壊 した。 さら

に付け加 えるな らば、日本の 60年安保一全共闘運動、欧米の 68年 5月 闘争やベ トナ

ム反戦闘争で大きな役割 を果た した学生運動 も後退 した。学生運動の後退は、タイム

ラグを経てイ ンテ リゲンチャの論壇、教育分野やマスコ ミの後退や堕落に もつながる。

労働組合 自体は、連合に典型的なよ うに、大企業正規労働者 (社員)や公務員 を中

心に存続す るが、多 くは御用組合化 と企業の第二労務部門 と化 し、右派社民 (日 本で

は、国民民主、立憲民主の多 くの部分)と 組んで資本 に奉仕 をしている。

あらたな新 自由主義への闘争は、この崩壊 したブロックの外か ら生まれ ざるを得な

い。

それは 1990年台後半の反 グローバ リズム運動や、イラク反戦運動 として登場 した。

そ して リーマ ンシ ョック後の 2011年 をエポ ックとす る新たな段階 =新 自由主義、資

本主義の 「限界」が露呈 した段階へ と引き継 がれた。

その主体 は、新 自由主義によつて疎外 された都市住民である。政党 (社共)と 労働

組合プロックが崩壊 しているか らには、広義の意味での 「市民運動」 として現れ ざる

をえない。

従って新 たに立ち現れた運動 は旧来の運動 と違い、① 中心を持たず、②組織の指令

でな く、SNS等 による任意の参加であ り、③議会や政党に収敷 され ないラデ ィカルな

直接民主主義的運動であって、何かの要求 (獲得)と い うよりは、軍事政権の打倒や

ウォール街の金融資本の解体な ど、欲求 ともいえる魂の叫びであ り、ある種アナーキ

ズムのよ うな特徴 を有 している。

これ らを体現 した運動は、2011年以降の「アラブの春」に始ま り、エ ジプ トのタハ

リール広場、ニュー ヨーク・ ウォール街 とズコテイ公園、マ ドリー ドのデル・ ソル広

場な どで起 こった 「オキュパイ」であ り、その後の ヨー ロッパ を中心に広がつている

いわゆる 「ミニュシパ リズム運動」な どである。 日本で も、沖縄 の闘い、2011年 30

11以 降の反原発運動や 2015年安保法制 (戦争法)反対運動、またユニオンの運動 とし

て展開 されている。

ミュニシパ リズム運動は、新 自由主義による公共財の民営化や、オーバーツ リズム

で破壊 された住民の生活 を、自分たちの手に取 り戻そ うと始 ま り、地方議員やい くつ

もの市長 を当選 させ るな ど、コモ ン=公共 と自治 を取 り戻す運動である。

6)政治勢力の登場と必然性

このよ うな 2011以 降の運動は、必然的に従来の社民な どに代わる新たな政治勢力
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を生み出 さずにはおかない。アメ リカのサ ンダース、イギ リスの コー ビンの労働党、

フランスのメランシ ョンに代表 され る左翼戦線、 ドイ ツの左翼党や緑の躍進 、スペ

イ ンのポデモス等である。 これ らの新たな政治勢力 は、先 に述べた 「中心 を持たな

い運動」が中心を必要 とし、それ を形成 しよ うとす る動 きのよ うに見える。だが、

旧来の中央指令型の ものではな く、新 たな運動にふ さわ しい要件 を持った もの とし

て登場 しなければな らない。

その要件 とは第一に、かつて、否今 で も通常は、党 とい うのは どのよ うな社会 を

創 るかのプログラムである綱領 を持 ち、それ らを承認す る党員で構成 されている。

現在必要 なものは、現実の資本主義の矛盾 との対抗 か ら出発 して、その矛盾 、課題

を解決す るためには何が必要かを問 う、いわば問題解決型の行動綱領 に よる結集 だ

ろ う。

第二に変革の主体 を、非正規労働者 、下層労働者 を中心 とした多様 な都市住民に

置 くこと。 (サ ー ビス、商業、等の第二次産業労働者を鉱工業労働者 と同等に評価す

る=いわゆる剰余価値 を直接的に生産す る者 が労働者であるとい う誤 った見解 は取

らない。)

第二にこの 「中心」が、諸地域や諸課題で活動す る諸個人や諸組織 を基盤 とし、

その連携 と連帯の場であるプラッ トホームを形成 し発展 させ ることに寄与す ること。

これ らの二つが最低限必要である。

7)わ れわれ に必要 なものは、

第一に、大国主義、ナ ショナ リズムの台頭、戦争準備・ 軍事力増強に抗 して、世

界の人び と、なかんず くアジアの人び とと連帯 して闘 うこと。

第二に、新 自由主義によって もた らされてい る格差の拡大に対 して、非正規労働

者 を中心  とす る闘いを支援す ること。

第二に、固定化 した富裕層 を基盤 とし、人び との分断支配や排外主義的差別 を行

う反動的政 治権力に対 して闘 うこと

第四に、そのための新たな政治勢力 を、多様 な課題や地域で運動 を担 っている諸

個人や諸組織 を基礎 において形成す ることである。

いま求め られ るものは、根底的に新 自由主義 =現代資本主義に代わる社会である。

ナ シ ョナ リズムの台頭、富の一部への集 中と格差、一部の者 に奉仕す る政治権力

であるアンシャンレジューム といった体制の腐朽性、寄生性が、根本的な変革の必

要性 を示 しているだけでな く、同時に変革の条件 を準備 している。

柱や土台を変えない家の改装、塗 り替えが非現実的な空想である。柱や土台を変

える根本的 =ラ ディカルな変革こそが現実的であり、いま求められることである。

(第 15回 反戦・反貧困・反差別共同行動 in京都 実行委員会 )
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